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１【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】
 当社は、当社の連結子会社である大連帝国キャンドモータポンプ有限公司の連結修理子会社３社(無錫大帝キャンド

モータポンプ修理有限公司、済南大帝キャンドモータポンプ修理有限公司、成都大帝キャンドモータポンプ修理有限公

司)において、架空の費用計上等の不適切な取引行為が行われていた可能性があることが判明したため、平成31年１月

18日に社内調査委員会を設置し、不適切な取引行為の詳細、影響金額を含め、事実関係解明に努めてまいりました。 

 その結果、架空の費用計上に対し、追加納付の可能性があることなどが確認されました。 

 当社は平成31年３月14日に受領した同委員会による調査結果を踏まえ、過去に提出いたしました有価証券報告書等に

記載されている連結財務諸表及び四半期連結財務諸表に含まれる一連の不適切な会計処理を訂正することといたしまし

た。 

 これらの決算訂正により、当社が平成30年２月13日に提出いたしました第114期第３四半期（自 平成29年10月１日 

至 平成29年12月31日）に係る四半期報告書の記載事項の一部を訂正する必要が生じましたので、金融商品取引法第24

条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

 なお、訂正後の四半期連結財務諸表については、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けており、そ

の四半期レビュー報告書を添付しております。 

 

２【訂正事項】
第一部 企業情報 

第１ 企業の概況 

１ 主要な経営指標等の推移 

第２ 事業の状況 

３ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 

第４ 経理の状況 

１ 四半期連結財務諸表 

(1）四半期連結貸借対照表 

(2）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 

注記事項 

（セグメント情報等） 

（１株当たり情報） 

 

３【訂正箇所】
 訂正箇所は＿＿＿線を付して表示しております。なお、訂正箇所が多数に及ぶことから、上記の訂正事項について

は、訂正後のみを記載しております。
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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第113期 

第３四半期 
連結累計期間 

第114期 
第３四半期 
連結累計期間 

第113期 

会計期間 
自平成28年４月１日 
至平成28年12月31日 

自平成29年４月１日 
至平成29年12月31日 

自平成28年４月１日 
至平成29年３月31日 

売上高 （千円） 13,716,242 15,418,408 19,311,812 

経常利益 （千円） 1,198,497 1,860,089 1,728,317 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益 
（千円） 838,784 1,155,034 1,159,225 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 214,379 1,395,357 1,119,225 

純資産額 （千円） 23,293,941 24,669,042 24,198,787 

総資産額 （千円） 30,610,038 32,837,558 32,960,064 

１株当たり四半期（当期） 

純利益金額 
（円） 41.14 57.31 56.86 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 76.09 74.87 73.42 

 

回次
第113期

第３四半期
連結会計期間

第114期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成28年10月１日
至平成28年12月31日

自平成29年10月１日
至平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 27.43 30.12 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、各セグメントに係る主要な関係会社の異動は、次のとおりであります。

（ポンプ事業）

平成29年４月12日付でHydrodyne(India)Pvt.Ltd. 社株式の51％を取得し、同社を子会社としたため、第１四半期

連結会計期間より連結の範囲に含めております。

（電子部品事業）

主要な関係会社の異動はありません。 

（その他） 

株式会社帝和エンジニアリングは、平成29年７月１日付で当社を存続会社とする吸収合併により解散したため、第

２四半期連結会計期間より連結の範囲から除外しております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来予測に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

(1) 業績の状況 

当第３四半期連結累計期間における世界経済は、米国では、良好な雇用環境と企業業績に支えられ、個人消費・

設備投資ともに堅調に推移しており、景気回復が続いております。欧州においても、企業の生産・輸出拡大が続

き、設備投資需要が高まる等、景気回復が続いております。また、中国では、金融・財政の引き締め等による影響

はあるものの、個人消費の回復が下支えとなって安定成長が続く等、世界経済全体としては緩やかな回復が続いて

おります。

わが国経済は、好調な企業業績によって設備投資の拡大基調が続き、さらに雇用環境の改善、個人消費の持ち直

し等、景気は緩やかな回復が続いております。

このような状況の中で、当社グループの当第３四半期連結累計期間の売上高は、ポンプ事業は国内市場において

は、当社の主力顧客である石油化学メーカーが、好調な業績を背景に設備更新を進めていることから堅調に推移し

ており、海外市場においては、米国市場では前期の受注不振の影響等があったものの持ち直しの兆しがあり、中国

市場においても売上が回復基調であることから全体としては堅調に推移いたしました。一方、電子部品事業の売上

は減少いたしました。

これらの結果、グループ全体として売上高は154億18百万円（前年同期比12.4％増）となりました。

利益面につきましては、当連結会計年度より連結子会社となったHydrodyne(India)Pvt.Ltd. 社ののれん償却等

により販売費及び一般管理費が増加したものの、売上の増加並びに粗利率の改善等により、営業利益は17億35百万

円（同56.7％増）となり、為替差益72百万円の発生等により、経常利益は18億60百万円（同55.2％増）、親会社株

主に帰属する四半期純利益は11億55百万円（同37.7％増）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① ポンプ事業

ポンプ事業は、国内市場では、電力関連機器モータポンプ等が減少したものの、ケミカル機器モータポン

プ、定量注入機器ポンプ等が増加いたしました。中国市場では、ケミカル機器モータポンプ、電力関連機器モ

ータポンプ等が増加いたしました。また米国市場では、前期の受注不振の影響からケミカル機器モータポンプ

が減少したものの、冷凍・空調機器モータポンプ等が増加いたしました。

その結果、売上高は135億円（前年同期比15.5％増）、連結売上高に占める割合は87.6％となりました。

また、営業利益は、Hydrodyne(India)Pvt.Ltd. 社ののれん償却等の費用が増加したものの、売上の増加並

びに粗利率の改善等により、15億18百万円（同56.3％増）となりました。

② 電子部品事業 

電子部品事業は、売上高は15億60百万円（前年同期比8.0％減）、連結売上高に占める割合は10.1％となり

ました。

また、営業利益は、粗利率の改善等により、１億45百万円（同49.3％増）となりました。

③ その他 

その他は、売上高は３億58百万円（前年同期比6.9％増）、連結売上高に占める割合は2.3％となりました。

また、営業利益は、売上の増加並びに粗利率の改善等により、71百万円（同85.5％増）となりました。

(2) 経営方針・経営戦略等 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。
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(3) 事業上及び財政上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について重要な変

更はありません。

なお、当社は、平成20年４月24日開催の取締役会において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在

り方に関する基本方針を決議しており、その内容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は、次のとお

りであります。

当社は、「みんなで良くなろう」「誠実に事に当たろう」「積極的にやろう」という社是のもと、1939年の創業

以来、鉄道信号機の製造・販売や電気自動車の開発など、常に研究開発型企業として成長を続けてまいりました。

この永年にわたって培われた技術の積重ねによって、1960年に独自技術で当社の現在の主力製品である完全無漏洩

の「テイコクキャンドモータポンプ」の開発に成功し、それが現在まで続く当社発展の原動力となっております。

キャンドモータポンプは、有害な液体や危険な液体を絶対に外部へ漏らさないという構造的特徴を持っており、人

や地球環境に最も優しいポンプとして地球環境問題に大きく貢献しております。そして、当社はその製造や製品検

査に関する装置の開発など、製造にかかわる技術も自社開発に徹しており、その結果としてこれらについての特許

も数多く取得しております。また、当社のキャンドモータポンプは、顧客の多様な要求を満足させるために個別受

注生産をしております。その構造的特徴から危険な現場で使用されることも多く、高い信頼性や長期に渡る過酷な

使用環境に耐え得るだけの耐久性も要求されるため、その営業・設計には製品に対する深い知識のみならず、顧客

の使用条件に対応できる豊富な知識と経験・ノウハウが必要となり、製造には高度な熟練技術を要します。そのた

め当社では、研究開発から製造、販売、メンテナンスまで一貫したサポート体制を構築しており、顧客との長期的

な信頼関係を築くことにより、これらの経験やノウハウを蓄積しております。

このように、当社事業は地道な研究開発や数多くの納入実績に裏打ちされた経験やノウハウ、長期的な視点に基

づく設備投資や人材育成、取引先や地域社会との信頼関係など、永年にわたる努力の積重ねの上に成立しておりま

す。

当社の企業価値の源泉は、社是のもとこれらを支える豊富な知識と経験を持つ人材であること及び脈々と受け継

がれてきた経営資源や社風、そして株主を始めとしたステークホルダーとの信頼関係が企業価値や株主共同の利益

を支える基盤であるということが、当社の現状に対する基本認識であります。

当社を支配する者の在り方については、当社は株式公開会社であり、当社株式の大量取得を目的とする買付であ

っても、それが当社の企業価値・株主共同の利益に資するものであれば一概に否定するものではありません。ま

た、株式会社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には株主の判断に委ねられるべきものであ

ると考えております。

しかしながら、その目的、方法等において、企業価値・株主共同の利益を著しく毀損するおそれのある買付を行

う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えております。その判断にあたっ

ては、当該買付者の事業内容及び将来の事業計画並びに過去の投資行動等から、慎重に当該買付行為又は買収提案

の当社企業価値・株主共同の利益への影響等を検討する必要があると認識しております。

現在のところ、当社の株式を大量に取得しようとする者の存在によって、具体的な脅威が生じているわけではな

く、また、当社としても、そのような買付者が出現した場合の具体的な取組み（いわゆる「買収防衛策」）をあら

かじめ定めるものではありませんが、当社株式の取引や異動の状況を常に注視するとともに、危機対応マニュアル

に基づいて社内体制を整え、役割分担・対応方法等を明確にして、当社株式を大量に取得し、当社の企業価値・株

主共同の利益を毀損する者が出現した場合に備えております。

具体的には、社外の専門家を含めて当該買収提案の評価や取得者との交渉を行い、当社の企業価値・株主共同の

利益に資さない場合には、具体的な対抗措置の要否及び内容等を速やかに決定し、実行する体制を整えておりま

す。

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における当社グループの研究開発活動の金額は、３億28百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 69,200,000

計 69,200,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 20,400,138 20,400,138
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数100株

計 20,400,138 20,400,138 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年10月１日～

平成29年12月31日
－ 20,400,138 － 3,118,118 － 2,905,909

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    352,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 20,044,200 200,442 －

単元未満株式 普通株式      3,938 － －

発行済株式総数 20,400,138 － －

総株主の議決権 － 200,442 －

 

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

㈱帝国電機製作所
兵庫県たつの市新

宮町平野60番地
352,000 － 352,000 1.73

計 － 352,000 － 352,000 1.73

（注） 平成29年５月15日開催の取締役会において、平成29年５月16日から平成30年５月15日までを取得期間とした自

己株式の取得を決議し、当第３四半期会計期間末日までに566,300株を取得いたしました。 

この結果、当第３四半期会計期間末日における自己株式数は、単元未満株式の買取により取得した株式数を含

めて579,138株となり、発行済株式総数に対する所有株式数の割合は2.84％となっております。 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

また、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出していますが、訂

正後の四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けています。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成29年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 9,256,363 7,811,064 

受取手形及び売掛金 7,149,459 ※3 7,498,181 

製品 1,322,140 1,420,096 

仕掛品 1,491,090 1,483,030 

原材料及び貯蔵品 1,363,759 1,449,758 

その他 1,058,855 909,052 

貸倒引当金 △254,596 △280,128 

流動資産合計 21,387,072 20,291,055 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 5,015,408 4,956,032 

その他（純額） 4,127,388 4,000,251 

有形固定資産合計 9,142,797 8,956,283 

無形固定資産    

のれん － 766,239 

その他 436,057 410,942 

無形固定資産合計 436,057 1,177,182 

投資その他の資産 ※２ 1,994,137 ※２ 2,413,037 

固定資産合計 11,572,991 12,546,503 

資産合計 32,960,064 32,837,558 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 2,237,914 ※３ 2,217,743 

短期借入金 502,547 452,820 

未払法人税等 559,424 863,623 

製品保証引当金 17,338 19,146 

賞与引当金 450,953 230,595 

その他 3,333,687 ※3 2,528,852 

流動負債合計 7,101,865 6,312,780 

固定負債    

長期借入金 － 123,900 

退職給付に係る負債 1,036,778 1,039,656 

その他 622,632 692,178 

固定負債合計 1,659,411 1,855,734 

負債合計 8,761,276 8,168,515 

純資産の部    

株主資本    

資本金 3,118,118 3,118,118 

資本剰余金 3,306,347 3,306,347 

利益剰余金 16,668,441 17,499,993 

自己株式 △9,803 △704,542 

株主資本合計 23,083,105 23,219,916 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 556,974 836,440 

為替換算調整勘定 633,649 581,668 

退職給付に係る調整累計額 △74,941 △52,485 

その他の包括利益累計額合計 1,115,682 1,365,623 

非支配株主持分 － 83,502 

純資産合計 24,198,787 24,669,042 

負債純資産合計 32,960,064 32,837,558 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年12月31日) 

売上高 13,716,242 15,418,408 

売上原価 8,556,523 9,214,877 

売上総利益 5,159,718 6,203,530 

販売費及び一般管理費 4,052,220 4,467,643 

営業利益 1,107,498 1,735,886 

営業外収益    

受取利息 5,709 4,260 

受取配当金 31,321 35,790 

受取賃貸料 21,419 22,945 

為替差益 22,935 72,244 

その他 44,740 47,300 

営業外収益合計 126,125 182,541 

営業外費用    

支払利息 22,689 33,297 

その他 12,437 25,040 

営業外費用合計 35,126 58,338 

経常利益 1,198,497 1,860,089 

特別利益    

投資有価証券売却益 34,121 30,218 

投資有価証券償還益 32,385 － 

特別利益合計 66,506 30,218 

税金等調整前四半期純利益 1,265,003 1,890,308 

法人税等 426,218 746,243 

四半期純利益 838,784 1,144,065 

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） － △10,969 

親会社株主に帰属する四半期純利益 838,784 1,155,034 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年12月31日) 

四半期純利益 838,784 1,144,065 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 144,479 279,465 

為替換算調整勘定 △793,022 △50,628 

退職給付に係る調整額 24,137 22,455 

その他の包括利益合計 △624,405 251,292 

四半期包括利益 214,379 1,395,357 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 214,379 1,404,975 

非支配株主に係る四半期包括利益 － △9,617 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更） 

第１四半期連結会計期間より、Hydrodyne(India)Pvt.Ltd. 社株式の51％を取得したため、連結の範囲に含めてお

ります。また、第２四半期連結会計期間において、株式会社帝和エンジニアリングは、当社を存続会社とする吸収合

併により解散したため、連結の範囲から除外しております。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算） 

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

（四半期連結貸借対照表関係）

１ 受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度 

（平成29年３月31日） 
当第３四半期連結会計期間 
（平成29年12月31日） 

受取手形割引高 268,336千円 233,951千円 

受取手形裏書譲渡高 372,817 474,297 

 

※２ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度 

（平成29年３月31日） 
当第３四半期連結会計期間 
（平成29年12月31日） 

投資その他の資産 25,400千円 25,400千円 

 

※３ 四半期連結会計期間末日満期手形

 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でしたが、

満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次のとおりで

あります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

受取手形 －千円 14,738千円

支払手形 － 124,543

流動負債その他（設備支払手形） － 375

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のと

おりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成28年４月１日
至  平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成29年４月１日
至  平成29年12月31日）

減価償却費 676,185千円 742,484千円

のれんの償却額 － 132,162
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

１．配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額 
（千円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日 

定時株主総会
普通株式 142,711 7.0 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

平成28年11月７日 

取締役会
普通株式 142,711 7.0 平成28年９月30日 平成28年12月２日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日）

１．配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額 
（千円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 163,098 8.0 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金

平成29年11月10日

取締役会
普通株式 160,384 8.0 平成29年９月30日 平成29年12月４日 利益剰余金

２．株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成29年５月15日開催の取締役会決議に基づき、自己株式566,300株の取得を行いました。この結

果、当第３四半期連結累計期間において自己株式が694,739千円増加し、当第３四半期連結会計期間末におい

て自己株式が704,542千円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント その他 
（注） 

合計 
  ポンプ事業 電子部品事業 計 

売上高          

外部顧客への売上高 11,686,133 1,695,190 13,381,323 334,918 13,716,242 

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

－ － － － － 

計 11,686,133 1,695,190 13,381,323 334,918 13,716,242 

セグメント利益 971,004 97,713 1,068,718 38,779 1,107,498 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、特殊機器、健康食品及び人材派

遣事業を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 1,068,718 

「その他」の区分の利益 38,779

四半期連結損益計算書の営業利益 1,107,498 

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成29年４月１日 至平成29年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント その他 
（注） 

合計 
  ポンプ事業 電子部品事業 計 

売上高          

外部顧客への売上高 13,500,157 1,560,146 15,060,303 358,104 15,418,408 

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

－ － － － － 

計 13,500,157 1,560,146 15,060,303 358,104 15,418,408 

セグメント利益 1,518,041 145,916 1,663,957 71,929 1,735,886 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、特殊機器、健康食品及び人材派

遣事業を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 1,663,957 

「その他」の区分の利益 71,929

四半期連結損益計算書の営業利益 1,735,886 

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（のれんの金額の重要な変動） 

「ポンプ事業」セグメントにおいて、平成29年４月12日付でHydrodyne(India)Pvt.Ltd. 社株式の51％を取得

したことから、のれんの金額に重要な変動が生じております。なお、当該事象によるのれんの増加額は、当第３

四半期連結累計期間においては886百万円であります。 
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 41円14銭 57円31銭 

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 838,784 1,155,034 

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

金額（千円）
838,784 1,155,034 

普通株式の期中平均株式数（株） 20,387,368 20,151,242

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２【その他】

平成29年11月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ) 中間配当による配当金の総額……………………160百万円

(ロ) １株当たりの金額…………………………………８円00銭

(ハ) 支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成29年12月４日

(注) 平成29年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

  平成31年３月14日

 

株式会社帝国電機製作所 
 

取締役会 御中  

   
 

有限責任監査法人トーマツ  

 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 吉村 祥二郎 印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 和田 朝喜  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社帝国

電機製作所の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成29年10月１

日から平成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る訂

正後の四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及

び注記について四半期レビューを行った。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社帝国電機製作所及び連結子会社の平成29年12月31日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。 

 

その他の事項 

 四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正している。なお、

当監査法人は、訂正前の四半期連結財務諸表に対して、平成30年２月６日に四半期レビュー報告書を提出した。 

 

※訂正　



利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

※訂正　


